
平成21年度：174,158人（前年度179,829人）
小学校： 22,327人（316人に１人）
中学校：100,105人（ 36人に１人）

高等学校： 51,726人（ 65人に１人）
※前年度より約5千600人減少しているが、依然として相当数に上る。
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平成１６年度から
高等学校も調査

（文部科学省 児童生徒課 「平成21年度 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」結果

注）不登校の定義は、年間３０日以上欠席した児童生徒のうち、病気や経済的な理由を除き、
「何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくともで

きない状況にある者」

不登校の現状について

●不登校児童生徒数（国公私・小中高）
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※各年度５月１日現在
※「難聴その他」は難聴、弱視、肢体不自由及び病弱・身体虚弱の合計
※「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成１８年度から新たに通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定
（併せて「自閉症」も平成１８年度から対象として明示：平成１７年度以前は主に「情緒障害」の通級指導教室にて対応）

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）

v

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）
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■ 不登校、引きこもり、ニートなど特定の状況にある青年に対する自立支援

■ ３０日間（29泊）ボランティアメイト（大学生等）と共同生活しながら、３食自炊（原則）し、

「早寝早起き朝ごはん」など規則正しい生活

■ ０合目からの富士登山を通して達成感を味い、ボランティア活動・勤労体験（酪農）を通して、

地域の人々とふれあうことでコミュニケーション力を育む

【参加者の状況】
【H１９】９月３日～１０月２日（２９泊３０日）

６名参加 →進学・復学 ３名、働き始めた者 ２名
自立支援機関（NPO）に通った者 １名

【H２０】９月１日～３０日（２９泊３０日）
９名参加 →進学・復学 ３名、働き始めた者 １名

自立支援機関（NPO）に通った者 ３名
就職活動を始めた者 ２名

【H２１】９月１日～３０日（２９泊３０日）
１０名参加→進学・復学 ３名、働き始めた者 ２名

自立支援機関（NPO）に通った者 ３名
就職活動を始めた者 ２名

【運営サポート】
アドバイザー（臨床心理士）、ボランティアメイト（大学生等）

【事業成果の普及（H21) 】
事業報告会、DVD作成配布、
NHKテレビで放映（BSハイビジョン、教育、NHK総合）

ログハウスでの共同生活

地元牧場での酪農体験

０合目からの富士登山

企画事業

３０日間のセルフチャレンジキャンプ（国立中央青少年交流の家）
特定の状況にある青少年の支援を行う事業

この事業に参加し、確かな自信を掴んだ参加者の一人
は、その後高校進学を決意し、見事に入学しました。

さらには皇太子殿下にも御臨席いただきました中央青
少年交流の家開所５０周年記念式典において、青年代
表として祝辞を述べるという大役を果たしてくれました。
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赤城自然塾について
【概要】

環境教育プログラム策定推進のための広域連携組織 赤城クリーン・グリーン・エコネ
ットワークの環境教育プログラム専門部会。

学習指導要領に対応した環境教育プログラムづくり、赤城地域の環境課題の解決と環境
保全、自然の仕組みを理解し日常生活に活かせる人づくり、RCE・産官学民協働で環境教
育を推進するモデルケースづくりを主な目的とする。赤城山山頂付近の大沼・小沼・覚満
淵をはじめ、ふれあいの森、青少年交流の家、昆虫の森、サンデンフォレスといった施設
など、地域の豊富な環境資源を活用して環境教育に関するプログラムを実践。

※ RCE：「国連－持続可能な開発のための教育の 10 年－」を推進するための先進的
な取組事例として活動内容を世界に発信し、ESD を広めていくための地域の拠点。

※ ESD：持続可能な開発のための教育。

※赤城自然塾ＨＰより作成
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国立阿蘇青少年交流の家について

【概要】

国立中央青年の家（静岡県御殿場市）に次ぐ、文部省所轄の第２番目の機関として昭和

３８年に設置された。九州中央部の「阿蘇くじゅう国立公園」の自然に恵まれた環境の中

にあり、世界最大級のカルデラを擁する外輪山の中の阿蘇山系高岳の裾野に広がる草原の

標高６２０ｍの丘陵地に位置している。広大な芝グラウンドや、柔道の国際大会にも対応

できる武道場等、利用者の幅広いニーズに対応できる充実したスポーツ施設を有している。

所在地： 熊本県阿蘇市一の宮町宮地 6029-1
敷地面積：165,289㎡

建築面積：12,024.26㎡

宿泊部屋数：5人部屋×30室、8人部屋×9室、

12人部屋×12室、14人部屋×9室

収容人数：400名

主要設備：食堂、講堂、研修室、体育館、武

道場、ディスクゴルフ9ホール、ゴルフ練習

場（6打席）、テニスコート（3面）、グラウ

ンド（サッカー1面）、キャンプファイヤー

場（2面）、キャンプ場（常設テント30張、

150人）、野外炊飯場（屋根付き、調理台12

台）、クロスカントリーコース４コース

≪各種スポーツ大会の開催≫

武道場など、各種スポーツ施設が充実している国立阿蘇青少年交流の家は、柔道やサッ

カーの大会や合宿等で多く利用されており、スポーツを通じた青少年交流の拠点として、

近年注目を集めている。

九州地区中学生柔道大会 小学生フットサル交流大会
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国立江田島青少年交流の家について

【概要】

国立江田島青少年交流の家は、昭和４２年、広島湾に浮かぶ江田島の地に国立第５の青

年の家として設置された。瀬戸内の温暖な気候と豊かな自然環境に恵まれ、創作活動や学

習活動、スポーツ活動、野外活動など、１年を通じて多様な活動を展開することができる

施設として、多くの利用者を集めている。中でも、開所以来実施されている広島湾でのカ

ッター研修は、チームワークの大切さを学び、全力を出し切る達成感を得られる研修とし

て、全国的に有名である。

所在地： 広島県江田島市江田島町津久茂１丁目１-１
敷地面積：207,480.29㎡

建築面積：13,099.45㎡

宿泊部屋数：12人部屋×12室、10人部屋×8室、

8人部屋×4室，6人部屋×6室，4人部屋×18室、

3人部屋×12室

収容人数：400名

主要設備：講堂、研修室、海洋研修館、体育館、

武道館、テニスコート(6面)、グラウンド

（サッカー1面），野球場1面，営火場1カ所、艇

庫、キャンプ場、野外炊飯場2カ所

≪カッター等広島湾の自然を活かした野外活動の展開≫

国立江田島青少年交流の家の看板事業となっているカッター研修は、施設職員とともに

海上自衛隊 OB が指導に当たり、安全確保のため徹底した規律指導を行っている。

企画事業は、広島商船高等専門学校や広島大学生物生産学部の協力を得て実習船や観測

船を使用して実施し、瀬戸内海の環境調査や海での仕事に学ぶプログラムなど、海洋型施

設としての特色を全面に出したプログラムを展開している。

各種企画事業の際には、学生ボランティアグル

ープ「カッターズ」が運営に参加している。また、

当該施設をフィールドとして、学生ボランティア

による自主企画「カッターズキャンプ（春・夏・

秋・冬）」が実施されている。
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平成１8年度平成19年度 平成20年度

56.7% 58.6% 60.8%

センター 東京都渋谷区 70.3% 69.5% 72.3% 71.1%

大雪 北海道上川郡美瑛町 50.2% 56.5% 60.0% 61.8% ★

岩手山 岩手県岩手郡滝沢村 49.4% 47.6% 52.2% 51.9%

磐梯 福島県邪麻郡猪苗代町 65.1% 56.7% 59.1% 57.9% ★

赤城 群馬県前橋市 47.3% 58.1% 56.0% 59.0% ★

能登 石川県羽咋市 48.8% 55.1% 55.3% 52.0%

乗鞍 岐阜県高山市 53.7% 59.4% 57.5% 59.9% ★

中央 静岡県御殿場市 64.0% 63.4% 63.6% 62.6%

淡路 兵庫県南あわじ市 69.5% 72.6% 60.3% 56.4%

三瓶 島根県大田市 51.3% 54.3% 54.1% 54.9% ★

江田島 広島県江田島市 50.1% 59.1% 58.0% 71.6% ★

大洲 愛媛県大洲市 56.2% 52.1% 57.6% 65.2% ★

阿蘇 熊本県阿蘇市 50.4% 50.9% 59.0% 58.6%

沖縄 沖縄県島尻郡渡嘉敷村 31.2% 34.9% 45.1% 54.6%

日高 北海道沙流郡日高町 40.2% 40.9% 45.6% 53.8%

花山 宮城県栗原市 42.6% 54.4% 68.3% 0.0% ☆

那須甲子 福島県西白河郡西郷村 59.5% 75.2% 73.5% 69.2%

信州高遠 長野県伊那市 45.2% 54.1% 54.6% 53.4%

妙高 新潟県妙高市 65.3% 69.6% 69.7% 62.5%

立山 富山県中新川郡立山町 72.8% 65.7% 65.8% 71.5%

若狭湾 福井県小浜市 52.4% 50.2% 53.2% 53.4%

曽爾 奈良県宇陀郡曽爾村 48.7% 55.5% 57.3% 56.9%

吉備 岡山県加賀郡吉備中央町 49.5% 50.1% 52.9% 56.7%

山口徳地 山口県山口市 60.4% 66.4% 62.2% 60.4%

室戸 高知県室戸市 43.7% 42.2% 50.5% 47.9%

夜須 福岡県朝倉郡筑前町 62.6% 63.1% 63.1% 67.7%

諫早 長崎県諫早市 40.9% 45.8% 50.4% 51.4%

大隅 鹿児島県鹿屋市 40.9% 39.4% 51.9% 46.2%

・宿泊室稼働率＝（利用宿泊室数／開設宿泊室数）×100

各施設の宿泊室稼働率について

※利用宿泊室数は、利用者に提供した宿泊室数の合計である。
※開設宿泊室数は、休館日や工事等で利用できない宿泊室を除いた1年間に利用
に供することができる宿泊室の合計である。

宿泊室稼働率

平成21年度

61.4%全体

施設名 所在地

☆平成20年に発生した宮城・岩手内陸地震被災のため受入を停止した。

★耐震補強工事のため受入制限を行った。
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